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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年２月期第１四半期 135,893 3.0 655 18.3 489 △15.5 478 △7.0

2026年２月期第１四半期 131,902 4.4 554 △21.0 579 △33.8 514 △3.9

（注）包括利益2027年２月期第１四半期 299百万円（△8.7％） 2026年２月期第１四半期 327百万円（△32.9％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2027年２月期第１四半期 13.99 13.96

2026年２月期第１四半期 15.09 15.07

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2027年２月期第１四半期 225,851 59,911 26.5

2026年２月期 206,432 60,568 29.2

（参考）自己資本 2027年２月期第１四半期 59,750百万円 2026年２月期 60,312百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年２月期 － 20.00 － 30.00 50.00

2027年２月期 －

2027年２月期（予想） 25.00 － 25.00 50.00

（％表示は、通期は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 600,000 9.7 10,800 0.5 10,200 △11.4 6,500 8.9 190.49

１．2027年２月期第１四半期の連結業績（2026年３月１日～2026年５月31日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2027年２月期の連結業績予想（2026年３月１日～2027年２月28日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2027年２月期１Ｑ 34,833,558株 2026年２月期 34,833,558株

②  期末自己株式数 2027年２月期１Ｑ 633,124株 2026年２月期 652,534株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2027年２月期１Ｑ 34,187,127株 2026年２月期１Ｑ 34,081,433株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更：有

新規  1社  （社名）株式会社トキハインダストリー、除外  －社  （社名）－

※当四半期連結会計期間において新たに連結子会社となった株式会社トキハインダストリーについては、当四半

期末をみなし取得日としているため、貸借対照表のみを連結しており、当四半期の連結損益計算書には含めてお

りません。

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：無

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

（注）期末自己株式数については、信託型社員持株インセンティブ・プラン（E-Ship）として保有する当社株式を

含んでおります。（2027年２月期１Ｑ：552,500株　　　2026年２月期：572,700株）

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：有（任意）

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

　本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前

提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料５ページ「１．当四半期決算に関

する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第１四半期連結累計期間（2026年３月１日～2026年５月31日）における国内経済は、雇用・所得環境の改善や

各種政策の効果もあり、景気は緩やかに回復して推移いたしました。一方で、生活必需品を中心とする物価高騰の

長期化から消費者の生活防衛意識は一段と強まっており、足元の消費マインドは弱い動きとなっております。加え

て、中東情勢の緊迫化に伴う原材料・エネルギー価格や物流コストの高騰、為替相場の変動影響など、先行き不透

明な状況が続いております。

　当社グループの主たる事業基盤である九州地域においては、円安に伴う訪日外国人観光客の増加や、半導体関連

産業を中心とした設備投資の活発化による地域経済への波及効果などから、景気は緩やかな回復傾向にあります。

しかしながら、原材料価格や人件費、物流費、光熱費といったコスト上昇に加え、業界の垣根を越えた「食」をめ

ぐる競争の激化など、スーパーマーケット業界を取り巻く経営環境は厳しさを増しております。

　このような環境下において、当社は「私たちの『たからもの』九州をもっと―。」というパーパス、そして「お

客さま満足と従業員の自己実現のため、絶えず『変革』と『挑戦』を続け、九州の成長とくらしの豊かさに貢献す

る。」という経営理念のもと、現行の中期経営計画に掲げる５つの重点施策（「成長領域へのシフト」「商品改革」

「既存資産の魅力度向上」「生産性・経営効率の向上」「サステナブル経営の推進」）を推進しております。中期経

営計画の最終年度となる2027年２月期においては、次期中期経営計画における更なる成長を見据え、新規出店・既

存店活性化投資を進めつつ、2026年３月１日に吸収合併した旧株式会社ジョイフルサン（ジョイフルサン）および

2026年３月10日付で子会社化した株式会社トキハインダストリー（トキハインダストリー）が運営する店舗の施

設・設備更新や活性化投資、生産性・経営効率向上のためのDX投資など、将来に向けた先行投資に注力しつつ営業

増益を目指してまいります。

　なお、トキハインダストリーにつきましては、当第１四半期連結会計期間末をみなし取得日としているため、当

第１四半期連結決算においては貸借対照表のみを連結しており、経営成績（連結損益計算書）には影響を与えてお

りません。同社の業績につきましては、第２四半期連結会計期間より連結損益計算書に反映される予定です。

　店舗展開においては、ジョイフルサンの９店舗を承継したほか、当第１四半期において、スーパーマーケット

（ＳＭ）業態６店舗、ディスカウントストア（ＤＳ）業態１店舗、ドラッグ＆フード業態１店舗など、計９店舗を

新規出店いたしました。一方で、昨年より進めているフードサービス（ＦＳ）事業の再構築に伴い、総合スーパー

（ＧＭＳ）内に出店していたフランチャイズ運営８店舗を含む計９店舗を閉鎖いたしました。これらの結果、トキ

ハインダストリー23店舗を含めた当第１四半期末（５月末）時点における合計店舗数は380店舗となりました。

　売上高につきましては、新規出店およびジョイフルサンの吸収合併による増収効果に加え、売上構成比が高い食

品の堅調な推移、ならびに猛暑・紫外線対策商品の早期展開が奏功した衣料・住居余暇商品の伸長により、前年同

期比103.0％となりました。商品別の動向では、食品においては前年の米の品薄・価格高騰や野菜相場高の反動影

響は受けたものの、３月に開始した新規価格戦略「ガチトク」企画、トップバリュ約3,500品目を対象とした「価

格凍結宣言」などの生活応援施策、および５月に開始した「毎月10日はお米の日」などの名物催事企画の取組を強

化したことで、食品の既存店売上高は前年同期比100.8％となりました。衣料・住居余暇商品においては生活必需

品の物価高騰に伴う選別消費への対応として、ファンシー雑貨などの品揃えを拡充いたしました。また、４月に開

始したイオン「ＣＯＯＬ　ｄｅ　ＡＣＴＩＯＮ　２０２６」においては、部門を横断した猛暑・紫外線対策商品の

合同展開により対象商品の販売が好調に推移したほか、人気ゲーム機の販売が好調だったことなどもあり、衣料品

の既存店売上高は前年同期比105.5％、住居余暇商品は同103.7％となりました。

　営業総利益におきましては、物価高騰が長期化し節約志向が強まる中、お客さまのニーズを捉えた商品群の販売

拡大に注力しつつ、生活応援施策を強化したことで売上総利益率は前年同期に比べ0.2ポイント低下したものの、

売上高の伸長により売上総利益は前年同期比102.1％となりました。また、ゴールデンウィークなどのハレ型需要

を取り込むショッピングセンター（ＳＣ）全体でのイベントや店頭催事の強化により、その他の営業収入が前年同

期比102.7％となり、この結果、営業総利益は同102.2％となりました。

　販売費および一般管理費におきましては、新規出店やＧＭＳ２店舗の大型活性化などの成長投資、４年連続とな

る大幅な賃上げをはじめとする人的資本投資、および「ｉＡＥＯＮ」アプリの新規会員獲得および利用拡大を図る

ための販促施策強化に加えて、ジョイフルサンの吸収合併などが経費の主な増加要因となりました。一方で、セル

フレジや電子棚札などのＤＸ投資、省力化什器の積極的な導入による効果創出、食品レジ配置の適正化による効率

改善に努めた結果、前年同期比101.9％にとどめることができました。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間の経営成績は、営業収益1,358億93百万円（前年同期比103.0％）、営業

利益６億55百万円（同118.3％）、経常利益４億89百万円（同84.5％）、親会社株主に帰属する四半期純利益４億78

百万円（同93.0％）となりました。

　なお、単体業績につきましては、営業収益1,337億37百万円（前年同期比102.7％）、営業利益９億82百万円（同

111.2％）で増収増益となりました。
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　当四半期における主な取り組みは以下のとおりです。

（成長領域へのシフト）

・九州における「食」のマーケットシェアをさらに拡大するべく、当第１四半期において、ＳＭ業態の通常フォー

マット「マックスバリュ」４店舗、都市型小型ＳＭ「マックスバリュエクスプレス」２店舗、ＤＳ業態１店舗、

ＦＳ事業２店舗の計９店舗を出店いたしました。うち、「マックスバリュかみみね店（佐賀県三養基郡上峰町）」

「マックスバリュ佐世保島瀬店（長崎県佐世保市）」は当社ＧＭＳ閉店跡地の再開発に伴う再出店となります

が、地域密着の品揃えとお客さまのニーズを捉えた商品・売場展開により、オープン以降の売上は当初計画を上

回り好調に推移しております。

・都市部におけるマーケットシェア拡大を目指し、「近くて便利な、コンパクトスーパーマーケット」をコンセプ

トとして福岡市内への出店を進めている「マックスバリュエクスプレス」については、当四半期に２店舗を新設

し、５月末時点で計25店舗となりました。今後の都市部での高速出店に向け、より小型の店舗モデル構築を進め

ており、小型店でも都市部におけるお客さまのニーズに対応した品揃えの実現、近隣店舗とのチーム運営による

オペレーション効率の改善に引き続き注力しました。これらの取組の結果、当四半期の売上高は前年同期比

127.1％となりました。

・子会社のイオンウエルシア九州株式会社が運営するドラッグ＆フード業態「ウエルシアプラス」においては、当

四半期に「ウエルシアプラス久留米中央店（福岡県久留米市）」を出店し、５月末時点で計17店舗となりまし

た。同店では、医薬品・化粧品合同カウンターを設置し利便性の向上を図ったほか、生鮮食品を取り扱う強みを

活かした新たな食品レイアウトの導入など、新たな取組を実施しました。また、既存店では強みとする食品に加

えてビューティアドバイザーをはじめとする専門スタッフの育成を強化したことで、開店から２年目以降の医薬

品・化粧品の売上が大きく伸長しております。これらの結果、同社の当四半期売上高は前年同期比126.7％とな

りました。

・福岡市都市圏における「マックスバリュエクスプレス」「ウエルシアプラス」など小型店の新規出店を支える商

品供給体制の構築を進めております。５月には福岡市近郊にマイクロプロセスセンター（旬鮮工房）を新設し、

６月１日より店舗への出荷を開始いたしました。

・新たな顧客接点創出の取り組みとして、当社のＥＣサイト「イオン九州オンライン」では、「ｉＡＥＯＮ」の顧

客ＩＤとの統合による利便性向上や、ペットフードの品揃え拡充などにより、売上は前年同期比112.6％となり

ました。九州７県のほぼ全域を配送可能エリアとしているネットスーパーでは、当四半期より全33店舗で新シス

テムへ移行いたしました。システム移行に伴う一時的な運用調整による影響はありましたが、今後は「ｉＡＥＯ

Ｎ」連携による新規会員獲得や生鮮・総菜などの掲載商品拡大、独自販促施策により売上拡大を図ってまいりま

す。当社のオフィス向けキャッシュレス無人店舗「スマートＮＩＣＯ」については、大学や九州各地の企業の事

業所などへの導入を進め、５月末時点の展開施設数は前年同期末比10か所増の計50か所となり、売上高は前年同

期比127.9％と伸長しました。また、「Ｕｂｅｒ　Ｅａｔｓ」を利用した商品配達サービス導入によるお客さまの

利便性向上にも取り組んでおり、５月末時点の当該サービス導入店舗数は計180店舗となりました。

・「決済」「ポイント」「クーポン」「お得な情報」が一つのアプリで完結できる「ｉＡＥＯＮ」の新規会員獲得とア

プリクーポンを活用した販促を強化した結果、当社店舗をお気に入り登録した５月末時点の会員数は前期末比12

万人増の139万人を突破いたしました。これにより、アプリ内「ガッチャクーポン」の利用件数は前年同期比

126.3％（同クーポン利用による売上は前年同期比129.1％）、スマホ決済「ＡＥＯＮ　Ｐａｙ」での決済額は前

年同期比140.8％と、デジタル顧客基盤が着実に拡大しております。

・インバウンド需要への取組では、中国からの渡航影響が残るものの、台湾・韓国からの個人および団体旅行客を

ターゲットとした旅行会社・パワーブロガーとのタイアップ施策を強化した結果、免税売上高は前年同期比

109.4％となりました。

（商品改革）

・食品では、物価高騰の長期化で高まるお客さまの節約意識への対応として、戦略的に生活応援施策を強化してお

り、「トップバリュ」や当社独自施策「しあわせプラス（応援価格）」に加え、３月より新規価格戦略「ガチト

ク」企画を始動いたしました。また、トップバリュの食品約3,500品目の価格を据え置く「価格凍結宣言（５月

11日～８月31日）」の取組では、積極的な店頭アピールやメディアを通じたＰＲが奏功し、第１四半期のトップ

バリュ売上は既存比107.7％と好調でした。また、「しあわせプラス（応援価格）」対象商品の売上は既存比

112.5％、「ガチトク」対象商品は同172.4％となるなど、生活応援の取組が食品全体の売上を牽引しました。お

客さまのニーズが拡大しているデリカ（惣菜）部門では、新規開発した「ローストビーフ丼」が好調であったほ

か、前期にスタートした「推し活惣菜」企画を推進いたしました。５月に販売開始した第12弾「冷やし中華、つ

くっときましたぁ！」（九州産小麦100％使用の自家製麺、大分県産完熟かぼすのジュレを使用）の販売数量は15

万パックを超えるヒット商品となっております。また、名物催事企画の取組では、お米を食べる喜びをより多く
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のお客さまや地域の皆さまと分かち合い、生産者の皆さまと食卓をつなぐ循環を生み出したいとの想いから、５

月より「毎月10日はお米の日」をスタートしました。これらの結果、当四半期における食品の既存店売上高は、

前年同期のお米・野菜相場高騰の反動影響はあったものの、既存比100.8％となりました。

・衣料・住居余暇商品では、生活必需品を中心とした物価高騰の中で進む選別消費への対応としてステーショナリ

ー、ファンシー雑貨を中心としたＭＺ世代商品の品揃え拡大など、お客さまのニーズを捉えた商品群の販売に注

力しました。４月より売場展開を開始したイオン「ＣＯＯＬ　ｄｅ　ＡＣＴＩＯＮ」の取組では、部門の枠を越

えた猛暑対策商品の合同展開や紫外線対策関連商材の品揃え拡充により、対象商品の売上が大きく伸長したほ

か、当社オリジナルブランド「Ｕｒｂａｎ　Ｓｍａｒｔ」の展開拡大、九州でおなじみの企業とコラボレーショ

ンした「九州ご当地企業コラボＴシャツ・グッズ」の販売など、当社独自の付加価値商品の提案に注力いたしま

した。これらの結果、当四半期における既存店売上高は、衣料品は前年同期比105.5％、住居余暇商品は同

103.7％となりました。

（既存資産の魅力度向上）

・既存施設の資産価値を高める取り組みとして、計画的に既存店の活性化投資を推進しており、当第１四半期にお

いては４月に「イオンモール鹿児島（鹿児島県鹿児島市）」を「イオンモールＫＡＧＯＳＨＩＭＡ　ＢＡＹ」に

改称しリニューアルオープンしました。今回のリニューアルは施設全体のリニューアル計画第１弾として、新た

な商品・売場の導入や配置の見直しに加え、新たな専門店の導入やフードコート「うんまかテラス」の客席を

1,000席に拡大するなど、ＳＣ機能の充実に努めました。また、５月には「イオン東長崎ＳＣ（長崎県長崎市）」

の活性化を実施、施設・設備の刷新、館全体のフロア構成の見直し、地域のニーズに合わせた新たな商品・サー

ビス・専門店の導入を進めました。両店舗ともにリニューアル後の売上は計画を上回り、好調に推移しました。

・ジョイフルサン店舗については、統合に先立ちシステム入替を完了しており、当四半期においては「トップバリ

ュ」の導入拡大、セルフレジや電子棚札など店舗ＤＸ投資を実行いたしました。なお、前期第４四半期に先行し

て「マックスバリュ」として活性化オープンした２店舗の業績はほぼ計画通りに進捗しており、残る店舗につい

ても今後順次、活性化投資を進める計画としております。

（生産性・経営効率の向上）

・生産性向上につながるセルフレジや電子棚札などのＤＸ関連投資、省力化什器の導入を継続して実施しており、

５月末時点におけるセルフレジ導入店舗数は計284店舗、電子棚札の導入店舗数は計255店舗となりました。な

お、電子棚札については当四半期より新たにＧＭＳ店舗の非食品売場へ電子棚札の導入を開始し、５月末時点で

11店舗に導入するなど、食品売場以外への横展開を推進しております。また、昨年から食品レジの適正配置基準

に基づくレジ構成の見直しを進めており、当四半期においては17店舗でセルフレジ・有人レジの構成見直しを実

施したほか、５月末時点における空きセルフレジ案内表示の導入店舗数は計10店舗となるなど、お客さまの利便

性向上と店舗運営の効率改善に努めました。

・九州７県に展開する店舗網を強みとし、店頭に設置したデジタルサイネージ（５月末時点：260店舗）および店

内デジタルサイネージ（同：137店舗）を活用したリテールメディアを推進、広告収入の拡大に努めており、当

四半期におけるリテールメディア事業の広告収入は前年同期比144.3％と大きく伸長しました。また、地域貢

献・社会インフラとしての取組として、福岡管区気象台の依頼のもと、５月より当社サイネージを通じて「防災

気象情報の大幅な見直し」に伴う情報発信（「新しい警報と警戒レベル」「市民が災害発生前に取るべき行動」

「キキクル（危険度分布）」等）を実施し、地域社会の防災意識向上にも寄与しております。

（サステナブル経営の推進）

・１月に実施した当社独自企画「環境特別ＷＡＯＮボーナスポイント」において、対象となる環境配慮型商品をお

買い上げいただいたお客さまに付与されたポイントと同額の309万965円を寄附金として、４月に長崎県対馬市へ

贈呈いたしました。また、同月には、日本有数の海洋ごみ漂着という深刻な課題を抱える対馬市において、当社

従業員による海岸清掃活動を実施しました。なお、イオン株式会社では、対馬市の海岸に漂着したプラスチック

ごみを原料の一部に活用したお子さま用買物かごを当社の「マックスバリュ対馬いづはら店（長崎県対馬市）」

に設置しております。

・九州を中心にさまざまな地域が抱える環境・社会課題の解決へ向けて、労使が協力して多種多様な地域貢献に取

り組む「イオン　ハートフル・ボランティア」の一環として、３月に開催した長崎県長崎市を本拠地とするプロ

バスケットボールチーム「長崎ヴェルカ」のイオン冠試合にあわせて、「長崎ヴェルカ」ユースクラブチームの

皆さまとともに長崎スタジアムシティ周辺および隣接するサッカースタジアムの清掃活動を実施しました。ま

た、５月には「長崎ヴェルカ」のＢリーグ初優勝にあわせて、長崎県内の32店舗にて「長崎ヴェルカ　感動をあ

りがとう！セール」を実施し地域の消費喚起につなげました。
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（２）財政状態に関する説明

（資産）

　当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ194億19百万円増加し、2,258億51百万

円となりました。

　流動資産は、前連結会計年度末に比べ45億52百万円増加し、663億77百万円となりました。これは主に棚卸資産

が21億71百万円、その他に含まれる未収入金が30億59百万円増加したことによるものです。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べ148億66百万円増加し、1,594億74百万円となりました。これは主に有形固

定資産が106億３百万円、のれんが29億24百万円増加したことによるものです。

（負債）

　当第１四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べ200億76百万円増加し、1,659億39百万円

となりました。

　流動負債は、前連結会計年度末に比べ112億18百万円増加し、1,060億25百万円となりました。これは主に支払手

形及び買掛金が58億40百万円、短期借入金が13億円増加したことによるものです。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べ88億57百万円増加し、599億14百万円となりました。これは主に長期借入

金が71億69百万円増加したことによるものです。

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べ６億56百万円減少し、599億11百万円

となりました。これは主に利益剰余金が５億64百万円減少したことによるものです。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　2027年２月期通期の連結業績見通しにつきましては、本資料の公表時点において、2026年４月９日に公表しまし

た業績予想に変更はありません。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
（2026年２月28日）

当第１四半期連結会計期間
（2026年５月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,558 10,833

売掛金 3,844 5,961

棚卸資産 29,712 31,884

その他 15,714 17,714

貸倒引当金 △6 △16

流動資産合計 61,824 66,377

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 45,052 52,179

土地 59,832 61,900

その他（純額） 13,443 14,852

有形固定資産合計 118,329 128,932

無形固定資産

のれん － 2,924

その他 217 354

無形固定資産合計 217 3,279

投資その他の資産

差入保証金 13,815 14,604

その他 12,248 12,660

貸倒引当金 △2 △2

投資その他の資産合計 26,061 27,262

固定資産合計 144,607 159,474

資産合計 206,432 225,851

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 45,075 50,915

短期借入金 200 1,500

１年内返済予定の長期借入金 10,618 11,816

未払法人税等 2,738 362

賞与引当金 1,896 2,154

役員業績報酬引当金 51 －

店舗閉鎖損失引当金 1,694 1,194

その他 32,531 38,081

流動負債合計 94,806 106,025

固定負債

長期借入金 36,782 43,952

資産除去債務 4,031 4,303

その他 10,242 11,658

固定負債合計 51,057 59,914

負債合計 145,863 165,939

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
（2026年２月28日）

当第１四半期連結会計期間
（2026年５月31日）

純資産の部

株主資本

資本金 4,915 4,915

資本剰余金 10,873 10,873

利益剰余金 44,466 43,902

自己株式 △1,426 △1,378

株主資本合計 58,828 58,312

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 229 213

退職給付に係る調整累計額 1,253 1,224

その他の包括利益累計額合計 1,483 1,438

新株予約権 121 159

非支配株主持分 135 1

純資産合計 60,568 59,911

負債純資産合計 206,432 225,851

- 7 -

イオン九州株式会社（2653）2027年２月期 第１四半期決算短信



（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
（自　2025年３月１日

至　2025年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2026年３月１日

至　2026年５月31日）

売上高 125,382 129,195

売上原価 94,065 97,227

売上総利益 31,317 31,967

その他の営業収入 6,520 6,698

営業総利益 37,837 38,666

販売費及び一般管理費 37,283 38,010

営業利益 554 655

営業外収益

受取利息 2 4

受取配当金 1 1

違約金収入 2 18

差入保証金回収益 180 －

受取保険金 18 10

その他 36 28

営業外収益合計 241 63

営業外費用

支払利息 126 187

支払手数料 70 －

その他 19 41

営業外費用合計 216 229

経常利益 579 489

特別利益

固定資産売却益 10 －

受取保険金 － 70

特別利益合計 10 70

特別損失

固定資産除却損 71 6

減損損失 7 －

店舗閉鎖損失 38 －

特別損失合計 117 6

税金等調整前四半期純利益 472 553

法人税、住民税及び事業税 65 109

法人税等調整額 59 99

法人税等合計 125 208

四半期純利益 347 344

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △166 △133

親会社株主に帰属する四半期純利益 514 478

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
（自　2025年３月１日

至　2025年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2026年３月１日

至　2026年５月31日）

四半期純利益 347 344

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1 △16

退職給付に係る調整額 △21 △28

その他の包括利益合計 △19 △44

四半期包括利益 327 299

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 494 433

非支配株主に係る四半期包括利益 △166 △133

（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（四半期連結財務諸表の作成方法）

　四半期連結財務諸表は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において

一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に準拠して作成しております。

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（追加情報）

「信託型社員持株インセンティブ・プラン（E-Ship）」について

　当社では、社員に対して中長期的な企業価値向上のインセンティブを付与すると同時に、福利厚生の増進策とし

て、持株会の拡充を通じて社員の株式取得及び保有を促進することにより社員の財産形成を支援することを目的に、

「信託型社員持株インセンティブ・プラン(E-Ship)」を導入しております。

（1）取引の概要

　本プランは、「イオン九州社員持株会」（以下「持株会」といいます。）に加入するすべての社員を対象とするイ

ンセンティブ・プランです。本プランでは、当社が信託銀行に「イオン九州社員持株会専用信託」（以下、「E-Ship

信託」といいます。）を設定し、E-Ship信託は、2023年７月から７年間にわたり持株会が取得すると見込まれる数の

当社株式を予め取得します。その後は、E-Ship信託から持株会に対して継続的に当社株式の売却が行われるととも

に、信託終了時点でE-Ship信託内に株式売却益相当額が累積した場合には、当該株式売却益相当額が残余財産として

受益者適格要件を満たす者に分配されます。なお、当社は、E-Ship信託が当社株式を取得するための借入に対し保証

することになるため、当社株価の下落によりE-Ship信託内に株式売却損相当額が累積し、信託終了時点においてE-

Ship信託内に当該株式売却損相当の借入金残債がある場合は、当社が当該残債を弁済することになります。

（2）信託に残存する自社の株式

　信託に残存する自社の株式は、信託における帳簿価額により、連結貸借対照表の純資産の部に自己株式として計上

しております。当該株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末1,385百万円及び572,700株、当第１四半期連結

会計期間末1,337百万円及び552,500株であります。

（3）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

　総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額は、前連結会計年度末1,278百万円、当第１四半期連結会計期間

末1,278百万円であります。
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前第１四半期連結累計期間
（自　2025年３月１日

至　2025年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2026年３月１日

至　2026年５月31日）

減価償却費 1,884百万円 1,954百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年４月11日

取締役会
普通株式 868 25 2025年２月28日 2025年４月30日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年４月９日

取締役会
普通株式 1,042 30 2026年２月28日 2026年４月28日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2025年３月１日　至　2025年５月31日）

１．配当金支払額

（注）2025年４月11日取締役会決議による配当金の総額には、イオン九州社員持株会専用信託口が保有する自社の株式

に対する配当金17百万円が含まれております。

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結累計期間の末日

後となるもの

　該当事項はありません。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2026年３月１日　至　2026年５月31日）

１．配当金支払額

（注）2026年４月９日取締役会決議による配当金の総額には、イオン九州社員持株会専用信託口が保有する自社の株式

に対する配当金17百万円が含まれております。

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結累計期間の末日

後となるもの

　該当事項はありません。

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2025年３月１日　至　2025年５月31日）

　当社グループは、衣料品、食品、住居余暇商品、ホームセンター商品等を販売する小売業を営んでおりま

すが、「ＳＭ・ＤＳ、ＧＭＳ」以外の事業はセグメント開示情報としての重要性が乏しいと考えられるた

め、セグメント情報の記載を省略しております。

（ＳＭ…スーパーマーケット、ＤＳ…ディスカウントストア、ＧＭＳ…総合スーパー）

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2026年３月１日　至　2026年５月31日）

　当社グループは、衣料品、食品、住居余暇商品、ホームセンター商品等を販売する小売業を営んでおりま

すが、「ＳＭ・ＤＳ、ＧＭＳ」以外の事業はセグメント開示情報としての重要性が乏しいと考えられるた

め、セグメント情報の記載を省略しております。

（ＳＭ…スーパーマーケット、ＤＳ…ディスカウントストア、ＧＭＳ…総合スーパー）
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区分 金額（百万円）

売上高

　衣料品

　食品

　住居余暇

　ホームセンター商品

　その他

9,692

98,793

12,273

4,414

208

売上高計 125,382

手数料収入 2,307

顧客との契約から生じる収益 127,690

その他の収益（注） 4,212

外部顧客への営業収益 131,902

区分 金額（百万円）

売上高

　衣料品

　食品

　住居余暇

　ホームセンター商品

　その他

10,125

101,571

12,881

4,430

187

売上高計 129,195

手数料収入 2,316

顧客との契約から生じる収益 131,511

その他の収益（注） 4,382

外部顧客への営業収益 135,893

（収益認識関係）

　当社グループは、「ＳＭ・ＤＳ、ＧＭＳ」の売上構成比が高く開示情報としての重要性が乏しいと考えられること

から、セグメント情報の記載を省略しておりますが、顧客との契約から生じる収益を分解した情報は以下のとおりで

あります。

前第１四半期連結累計期間（自　2025年３月１日　至　2025年５月31日）

（注）「その他の収益」は店舗等へのテナント誘致に伴う不動産賃貸収入であります。

当第１四半期連結累計期間（自　2026年３月１日　至　2026年５月31日）

（注）「その他の収益」は店舗等へのテナント誘致に伴う不動産賃貸収入であります。
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項目
前第１四半期連結累計期間
（自　2025年３月１日

至　2025年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2026年３月１日

至　2026年５月31日）

(1）１株当たり四半期純利益 15円09銭 13円99銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 514 478

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（百万円）
514 478

普通株式の期中平均株式数（千株） 34,081 34,187

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 15円07銭 13円96銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 43 59

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で

前連結会計年度末から重要な変動があったものの概

要

－ －

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以

下のとおりであります。

（注）イオン九州社員持株会専用信託口が保有する当社株式を、１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（前第１四半期連結累

計期間674千株、当第１四半期連結累計期間566千株）。
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取得の対価　現金及び預金　　　　3,000百万円

取得原価　　　　　　　　　　　　3,000百万円

（企業結合等関係）

取得による企業結合

１.企業結合の概要

（１）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　株式会社トキハインダストリー

事業の内容　　　　　総合小売業

（２）企業結合を行った主な理由

　スーパーマーケット業界は、競合企業との出店地をめぐる競争、同業大手のＭ＆Ａによる規模拡大、業種・業

態を超えた顧客サービスの拡充等、競争が激化しております。一方、可処分所得の伸び悩みや社会保障費の増加

による将来不安などを背景とした「低価格志向」に加え、ナチュラル、オーガニックをはじめとする「健康志

向」、よりフレッシュで美味しい地元のものを選択する「ローカル志向」など、「食の志向」は多様化しており

ます。加えて、高齢者世帯や単身・共働き世帯の増加による「時短ニーズ」も高まっており、このようなライフ

スタイルの変化に対応した店舗、商品、サービスの提供が益々重要となってきております。

　そのような背景の中、当社は株式会社トキハインダストリーの全株式を2026年３月10日付で取得いたしまし

た。

　株式会社トキハインダストリーは、大分県で百貨店等を運営しているトキハグループの関連会社として1970年

に設立、2025年で55周年を迎えており、創業以来、地域に根差した企業として地域密着、地産地消、食育を標榜

し、魅力ある品揃え、心のこもった接客を通じて、地域のお客さまに支持され続けている企業です。「安心と健

康は私たちの願いです」というスローガンのもと、大分県下でスーパーマーケット等23店舗を運営しておりま

す。

　今回の株式会社トキハインダストリーの完全子会社化により、新規顧客の獲得につなげ、大分県における強固

なドミナントを形成することで当社グループの企業価値をさらに向上させるとともに、株式会社トキハインダス

トリーが培ってきた信用力に当社グループのノウハウや経営資源をプラスすることで、地域の皆さまにより豊か

な生活と健康な暮らしを提供する取り組みを推進してまいります。

（３）企業結合日

2026年３月10日

（４）企業結合の法的形式

株式取得

（５）結合後企業の名称

変更はありません。

（６）取得した議決権比率

100％

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得することによるものであります。

２．四半期連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

　企業のみなし取得日を2026年５月31日としているため、貸借対照表のみを連結しており、四半期連結損益計算

書に含まれる被取得企業の業績の期間はありません。

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

４．主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリーに対する報酬・手数料等　　　 66百万円
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流動資産　　　　　　　　　　　　4,084百万円

固定資産　　　　　　　　　　　　7,907百万円

資産合計　　　　　　　　　　　 11,991百万円

流動負債　　　　　　　　　　　　4,167百万円

固定負債　　　　　　　　　　　　7,748百万円

負債合計　　　　　　　　　　　 11,916百万円

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（１）発生したのれんの金額

2,924百万円

　なお、発生したのれんの金額は、当四半期連結会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、暫

定的に算定された金額であります。

（２）発生原因

今後の事業展開により期待される超過収益力であります。

（３）償却方法及び償却期間

20年間にわたる均等償却

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年７月10日

イオン九州株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

福岡事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 宮本　芳樹

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 照屋　洋平

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられているイオン九州株式会社の2026年3月1日から2027年2月28

日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（2026年3月1日から2026年5月31日まで）及び第1四半期連結累計期間

（2026年3月1日から2026年5月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損

益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸

表等の作成基準第4条第1項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に準拠し

て、イオン九州株式会社及び連結子会社の2026年5月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第1四半期連結累計期

間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載さ

れている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用され

る規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た

している。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第4条第1項及び我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に準拠して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。こ

れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判

断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第4条第1項及び我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に

は当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

- 16 -

イオン九州株式会社（2653）2027年２月期 第１四半期決算短信



（注）１．上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四

半期財務諸表等の作成基準第4条第1項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計

基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の

前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注

意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財

務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書

日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性

がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第4条第1項及

び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に準拠していないと信じさせる事項

が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四

半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを

評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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